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●平成30年分確定申告の受付期間 

所 得 税 等 平成 31 年２月 18 日(月) 平成 31 年３月 15 日(金)

個人事業者の消費税 平成 31 年１月 4 日(金) 平成 31 年４月 1 日(月)

贈 与 税 平成 31 年２月 1 日(金) 平成 31 年３月 15 日(金)

 （注１）所得税等の還付申告書は、上記の期間前でも提出することができます。 
 （注２）税務署の閉庁日（土・日曜・祝日等）は、通常、相談・申告書の受付は行っておりま

せん。ただし、富山税務署（署外会場）、金沢税務署及び福井税務署では、２月24日と
3月3日に限り日曜日も相談・申告書の受付を行います。 

●平成30年分確定申告に係る納期限・振替日  

納 期 限 振 替 日 

所 得 税 等 平成 31 年 ３月 15 日（金） 平成 31 年 ４月 22 日（月）

個人事業者の消費税 平成 31 年 ４月 1 日（月） 平成 31 年 ４月 24 日（水）

贈 与 税 平成 31 年 ３月 15 日（金）

 （注１）納期限までに納付がない場合は、延滞税がかかります。 
 （注２）振替納税をご利用の方は、事前に預貯金残高をご確認ください。残高不足等で振

替ができない場合は、納期限の翌日から納付日まで延滞税がかかりますので、ご注
意ください。 

● 申告相談会場は原則、“2月18日”から開設し
ております。

● 富山税務署では、署外会場（地鉄ビル５階）
を開設しているため、税務署での確定申告の相
談は行っておりません。
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（控除対象となる配偶者の範囲の拡大） 
● 控除対象となる配偶者の範囲について、配偶者の給与収入金額
の上限が 141 万円から 201 万円（合計所得金額ベースでは 76
万円から 123万円）に拡大されました。 

（納税者本人が高所得者である場合の配偶者控除の廃止等） 
● 納税者本人が高所得者である場合の配偶者控除が廃止・縮減さ
れ、配偶者（特別）控除の控除額は、納税者本人と配偶者の給与
収入金額（合計所得金額）に応じて、以下のとおりとなりました。 

配偶者（特別）控除が変わります！
①控除対象となる配偶者の範囲が拡大されました。 

②納税者本人が高所得者である場合の配偶者控除が

廃止・縮減されました。
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● 確定申告書は、国税庁ホームページの確定申告書等作成コーナ
ーを利用して自宅で作成できます。 

  画面の案内に従って必要な項目を入力すれば、税金を自動的に
計算でき、計算誤りの心配もありませんので、是非ご利用ください。 

● 確定申告書等作成コーナーは、スマートフォンでも操作ができ
ますので、時間や場所を気にする必要がありません。 

  特に、サラリーマンの方の還付申告については、スマートフォン
に適したデザインの専用画面を提供しています（操作方法等は別
紙をご覧ください。）。 

※ 専用画面は、年末調整済みの給与所得者（１か所からの支払のみ）で医療費控除や 
ふるさと納税などの寄附金控除を適用して還付申告をする方がご利用いただけます。 

● 作成した申告書は、e-Tax で送信（電子申告）すれば、税務署に行
くことなく申告手続を完了できます。 
e-Tax で送信（電子申告）する場合、源泉徴収票や保険料控除証明

書などの添付書類を提出いただく必要はありません（注）し、還付金
も早く受け取ることができるというメリットがあります。 
（注）住宅ローン控除関係書類など一定の書類については提出が必要です。 

なお、提出を省略した添付書類は、法定申告期限から５年間、税務署から書類の提
出又は提示を求められることがあります。 

スマホ × 確定申告  
スマート申告始まります！  

① スマートフォンでも申告書を作成 
② 必要項目を入力すれば税金を自動計算 
③ 申告書の提出は自宅から e-Tax で送信 
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● e-Tax の送信方式は、「マイナンバーカード方式」と「ＩＤ・パ

スワード方式」から選択できるようになりました。 

  ご用意いただくものは次のとおりです。 
マイナンバーカード方式 ＩＤ・パスワード方式

● マイナンバーカード 

●ＩＣカードリーダライタ（マイナンバーカ

ードの電子証明書を読み取るための機器） 

「ID・パスワード方式の届出完了通知」に記載さ

れたe-Tax用の 

● ID（利用者識別番号） 

● パスワード（暗証番号） 

※  ID・パスワード方式は暫定的な方式であるため、お早めにマイナンバーカードの取
得をお願いします。 

● スマートフォンでもＩＤ・パスワード方式を利用して e-Tax で

送信（電子申告）することができます。 

● 平成 30年１月以降、確定申告会場にお越しになられた方で、既

に ID・パスワード方式の届出を提出された方は、「ID・パスワー

ド方式の届出完了通知」が申告書の控えと一緒につづられている

場合がありますので、ご確認ください。 

● e-Tax をご利用になれない方は、申告書をプリンタ（注）で印刷

し、税務署へ郵送してください。 

  確定申告書等作成コーナーで申告書を作成すれば、税務署の所

在地も自動的に印刷されますので便利です。 
（注）コンビニエンスストア等のプリントサービス（有料）をご利用いただくことも可能
です。 
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別紙 
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● 確定申告書には、申告するご本人の「マイナンバーの記載」及

び「本人確認書類の提示又は写しの添付」が必要です。

 ※ ご自宅等から確定申告書をインターネット（e-Tax）で送信

する場合、本人確認書類の提示又は写しの提出は不要です。 

● 確定申告書に、配偶者・扶養親族・事業専従者について記載す

る場合には、これらの方の「マイナンバーの記載」も必要です。 

 ※ これらの方の本人確認書類の提示又は写しの添付は不要です。 

● 本人確認書類とは、次の書類をいいます。 
 ① マイナンバーカード

又は 
 ② 次の「番号確認書類」と「身元確認書類」

番 号 確 認 書 類 身 元 確 認 書 類

《ご本人のマイナンバーを確認できる書類》 

● 通知カード 

● 住民票の写し又は住民票記載事項証明書

（マイナンバーの記載があるものに限ります。） 

などのうちいずれか１つ 

《記載したマイナンバーの持ち主であることを確認で

きる書類》 

● 運転免許証 ● 公的医療保険の被保険者証 

● パスポート ● 身体障害者手帳 

● 在留カード 

● お持ちの方は、税務署から送付される「確定申告のお

知らせ」はがき

などのうちいずれか１つ 

確定申告書には、 

①マイナンバーの記載 
②本人確認書類の提出等 
をお忘れなく！！！ 
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（通常の医療費控除） 
● 医療費控除の申告において、医療費の領収書の提出は不
要です。自宅で5年間保存してください。 

● 代わりに、医療費控除の明細書（集計表）の提出が必要
です。 

● 健康保険組合等から医療費通知の交付を受けている方
は、これを提出することにより、医療費控除の明細書（集
計表）の記載を不要とできます。 

（セルフメディケーション税制） 
● 特定の医薬品を購入した場合の医療費控除の特例（セル
フメディケーション税制）が創設されています。 

● セルフメディケーション税制の対象となる医薬品には、
次の共通識別マークが表示されていますのでご確認くだ
さい。 

医療費控除について
①領収書の提出は不要です。 
②明細書（集計表）の提出が必要です。 
③セルフメディケーション税制をご存知ですか。
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●ネットオークションやフリーマーケットアプリなどを利用
した個人取引による所得

（具体例） 
①衣服・雑貨・家電などの資産の売却による所得 

    ※ただし、生活に使用した資産の売却による所得は非課税（確定申告は不要） 

②自家用車などの貸付けによる所得 

③ベビーシッターや家庭教師などの副業による所得 

●ビットコインをはじめとする仮想通貨の売却等による所得

●競馬等のギャンブルから生じた所得 

※ 上記の所得を含め年末調整を受けた給与所得以外の所得が 20万円以下 
のサラリーマンの方は、確定申告は不要です。
  医療費控除やふるさと納税（寄附金控除）などの適用を受ける場合は、 
20 万円以下であっても確定申告が必要です。 

忘れていませんか、その所得！
特に、以下の副収入の申告漏れにご注意ください。
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【参考】
収入金額計 2,500,000
必要経費計 1,210,000

2,000,000 500,000 1,200,000 10,000 1,290,000

※売却した仮想通貨の取得価額

※色のついたセルに入力します。白色のセルは自動計算されます。

収入金額 必要経費
所得金額

売却価額 証拠金（差益） 売却原価(※) 手数料等 証拠金（差損）

600,000 (G) 1,200,000 (I) 1,800,000

※前年の(H)(I)を記載 ※売却した仮想通貨の取得価額

(F) 2.0 (H) 3.0

金額 (B) 0 (D) 3,000,000 (E)

数量 (A) 0 (C) 5.0 －

売却等

数量 金額 数量 金額

10 1 ●●電気 決済 1.0 1,000,000

月 日 取引先

Ａ交換所 5.0 3,000,000 1.0 1,000,000

年始残高(※) 購入等 総平均単価 売却原価(※) 年末残高・翌年繰越

合計 0 0 1.0 1,000,000

摘要
購入等

合計 5.0 3,000,000 1.0 1,000,000

10,000

ビットコイン 5.0 3,000,000 1.0

ＳＴＥＰ１　年間取引報告書の記載項目を入力【青・ピンク・赤・緑の枠囲み】
【仮想通貨の計算書の作成方法】

取引所の名称
購入 売却

数量 金額 数量 金額

仮想通貨の所得が簡単に計算できるようになりました。
※仮想通貨の計算書（Excel）は、国税庁ＨＰに掲載しています。

３　上記２以外の取引に関する事項

４　仮想通貨の売却原価の計算

５　仮想通貨の所得金額の計算

年間取引報告書
Ａ交換所発行者氏名 国税　太郎 様

平成 30 年分

氏名 国税　太郎

⑥移入数量

ＳＴＥＰ３　前年末の残高があれば年始残高に入力【黒の枠囲み】
ＳＴＥＰ４　売却価額・売却原価・所得金額が自動計算【青字・赤字】

①年始数量 ②年中購入数量 ③年中購入金額

１　仮想通貨の名称

《現物取引》

通貨名 ⑨損益合計

通貨名 ④年中売却数量 ⑤年中売却金額 ⑦移出数量 ⑧年末数量

ビットコイン

２　年間取引報告書に関する事項

仮想通貨の計算書（総平均法用）

1,000,000 1.0 3.0

《証拠金取引》

ビットコイン 500,000

通貨名

ＳＴＥＰ２　仮想通貨での決済があれば必要事項を入力【茶色の枠囲み】

支払手数料

ビットコイン
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国税庁からのお知らせ

国税庁 法人番号7000012050002 2019.1

払戻金の支払を受けた方へ

●払戻金の支払を受けた場合には、次の
事項をノートなどに控えてください

開催日 開催場 レース 受取額 投票額

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

12/23 ○○ 11R 2,000 1,000

【記載例】

※国税庁ホームページにて、集計用のフォーマットを提供しています
※インターネット投票等の場合は、上記に相当する画面の写し等でも代用可
※投票額が分からない場合は、受取額とオッズなどから計算してください

競馬、競輪、オートレース、ボートレース
の払戻金は、一時所得として確定申告が
必要となる場合があります
※次ページの払戻金に係る所得金額の計算方法を参照ください

①開催日・開催場・レース
②払戻金に係る受取額
③払戻金に係る投票額
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国税庁 法人番号7000012050002 2019.1

●払戻金に係る一時所得の金額は、
次の順序で計算します。

●最後に確定申告書を作成します。
申告書の作成は作成コーナーが便利。
確定申告書は国税庁ＨＰ（http://www.nta.go.jp/）
の確定申告書等作成コーナーを利用して作成できます。
画面の案内に従って必要な項目を入力すれば、税金の
額を自動的に計算でき、計算誤りの心配もありませんの
で、是非ご利用ください。

① 払戻金に係る年間受取額を計算する
② 払戻金に係る年間投票額を計算する
③ ①－②－50万円した金額を計算する
④ ③×1/2した金額を計算する

●ご不明な点やご質問は、最寄りの税務署
にお問い合わせください。

※税務署の連絡先は国税庁HPをご覧ください。

※上記④がプラスでない場合などについては、確定申告の必要はありません
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● 住宅ローン控除について、次の誤りにご注意ください。 
 ① 住宅取得等資金の贈与についての贈与税の非課税特例（贈与

特例）の適用を受けたにもかかわらず、その適用を受けた住宅
取得等資金の額を、住宅の取得価額等から差し引いて住宅ロー
ン控除額を計算しなかった。 

 ② 居住していた住宅について、譲渡特例の適用を受けたにもか
かわらず、住宅ローン控除を受けた。 

※ 上記①及び②について、詳しくは次ページを参照ください。 

● ふるさと納税について、ワンストップ特例を申請された方であ
っても、「医療費控除などの確定申告を行う場合」や「寄附先が５
団体を超える場合」は、全てのふるさと納税の申告が必要となり
ますのでご注意ください。 

● 予定納税額について、申告書への記載漏れにご注意ください。 
  予定納税額は、税務署から送付された「予定納税額の通知書」
に記載されています。 

● 次の添付書類の提出漏れにご注意ください。 
 ① 給与や年金の「源泉徴収票」（原本） 
 ② 住宅ローン控除を受ける場合の「売買契約書の写し」、「登記事

項証明書」や「年末残高証明書」など 

ご 注 意 く だ さ い ！！！ 
① 住宅ローン控除の誤り 
② ふるさと納税の申告漏れ 
③ 予定納税額の記載漏れ 
④ 添付書類の提出漏れ
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● 個人が新居に住み始めた年分及びその前後２年分ず
つの計５年の間に、譲渡特例の適用を受ける場合（注）、
その新居について住宅ローン控除の適用を受けること
ができません。

② 住宅ローン控除と譲渡特例との重複適用

Ｘ－２年 Ｘ－１年 Ｘ年 Ｘ＋１年 Ｘ＋２年

いずれかの年で、居住していた住宅の譲渡の特例を受ける場合

入居した年

（注）「譲渡特例の適用を受ける場合」とは、①居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（軽減税率の特例）、
②居住用財産の譲渡所得の特別控除（3,000万円の特別控除）（被相続人の居住用財産に係る譲渡所得の特別控除を除きま
す。）、③特定の居住用財産の買換え等の特例、④既成市街地等内にある土地等の中高層耐火建築物等の建設のための買換
え等の特例、のいずれかの適用を受ける場合をいい、新居に住み始めた年分に住宅ローン控除の適用を受け、その翌年又は
翌々年中にその新居を売却して上記①～④の特例の適用を受ける場合を除きます。

新居に
住み始めた年分

いずれかの年分で、以前に居住していた住宅について譲渡特例の適用を受ける場合 住宅ローン控除は
適用できません！

① 住宅取得等資金の贈与についての贈与税の非課税
特例（贈与特例）の適用を受けた場合の住宅ローン
控除額の計算誤り

● 住宅ローン控除額は「住宅の取得価額等」と「住宅
ローンの年末残高」のいずれか低い方の金額に基づき
計算します。
● その際、住宅取得等資金について贈与特例の適用を
受けた場合（注）は、その適用を受けた受贈額を住宅の取
得価額等から差し引く必要があります。

×
○ 住

宅
ロ
ー
ン
の

年
末
残
高

住
宅
の
取
得
価
額
等

住宅ローン控除額
の計算の基礎にな
る金額

贈与特例の
適用を受けた
受贈額
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（注）「贈与特例の適用を受けた場合」とは、①住宅取得等資金の贈与税の非課税、②住宅取得等資金の贈与を受けた

場合の相続時精算課税選択の特例の適用を受けた場合をいいます。



ご自宅からの申告をサポートしています！ 
 「確定申告特集ページ」のご案内 

【確定申告特集ページ】

国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）では、「確定申告特集ページ」

を設け、ご自宅からの申告をサポートしています。 

確定申告特集ページでは、 

パソコンやスマホで申告書を作成できる「確定申告書等作成コーナー」 

パソコンやスマホで作成した申告書をご自宅から送信できるe-Tax 

お問合せの多い事項のQ＆A 

などをご利用いただけます。

確定申告に関する情報について
分かりやすくご案内 確定申告書等作成コーナー 

確定申告書等作成コーナーのリニューアルの主な概要や e-Tax で申告する際の
事前準備について重要なお知らせとしてご案内
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